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■１．解剖事案の変遷
昭和５９年６月に富山に赴任してから，平成１９年５月末
日まで２３年間に亘って主として富山県下で起きた事件の
法医解剖を担当したが，この間に８２８体の司法解剖およ
び５７体の行政解剖（承諾解剖）が行われた。
法医学は社会医学の分野に属していますが，解剖鑑定
実務は近年の激動する社会の変容を映していました。富
山県の人口は１９９８年の１１２万６，０００人をピークとして減少
傾向にありますが，死亡数は高齢化に伴って漸増してい
ます（図１）。通常の人の死は「病を得て医療機関のお
世話になり，治療が行われたが回復することなく死に至
る」ものです。これを病死あるいは自然死としていま
す。死亡診断書の死因の種類では，１病死あるいは自然
死，不慮の外因死（２交通事故，３転倒・転落，４溺
水，５煙，火災および火炎による障害，６窒息，７中
毒，８その他），その他および不詳の外因死（９自
殺，１０他殺，１１その他および不詳の外因）などの外因
死，および１２不詳の死，等に分類されますが，１病死あ
るいは自然死以外で，外因死あるいは不詳の死と分類さ
れる死を司法では「不自然死（異常死）」と呼び，医師
法では「異状死」とし，法医学的な死を意味していま
す。しかし，当初明確に病死あるいは自然死と判断でき
ないために警察に通報されたり，医師から警察に届け出
がなされたりする死体があります。このような死体は検
察官によって異常死か否か，異常死であれば犯罪に関係
している死か否かの判断が行われます（通常は警察官に
よる代行検視が行われます）。このように検視が必要な
死体を変死体と呼んでいます。
富山に赴任した当時１９８６年の死亡数は年間約８，０００人
で，変死者は５００人位ですから，死亡数に対する変死者
数は凡そ６．６％です。ところが退官する２００５年では，死
亡数が１０，３９６人で，変死数は１，２００を越えていますか
ら，死亡数に対する変死者数は凡そ１１．９％になります
（図２）。講座をスタートさせた時点の倍に増えました。
後ほど詳しく述べますが，変死者数が増加した理由は犯
罪死が増加したからではありません。犯罪死の数は殆ど
変わらないか少なくなる傾向にあります。増加の理由と
して様々な要因が考えられますが，主に以下の理由が考
えられます。赴任当初の富山県は３世代住居が日本一等
と言われていましたが，近頃は生活の孤立化が進み，ま
た満足な介護あるいは生活支援を受けない状態で生活し
ている高齢者が増加し，孤独死や事故死が急増していま
す。これに自殺の増加が加わって多数の変死体が発生し
たと考えられます。
変死体については警察官による検視が行われ，同時に
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図１ 富山県の総人口と死亡率
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医師による死体検案が行われます。その結果，犯罪の疑
いがないと判断されれば，ご遺体は遺族に返されます。
犯罪の疑いがあれば，裁判所に対して死体解剖の許可を
求め，裁判所が発行する処分許可状に基づいて，司法解
剖が行われます。司法解剖の数は赴任当初３０対前後でし
たが，退官するころには６０体前後になりました（図
３）。解剖数の増加は，変死者数の増加に加えて，個人
の権利意識の高まりによって，死者の権利の保全，医療
不信，犯罪死を見逃さないためのきめ細かい捜査活動の
などに根ざしたものです。２０００年頃から，犯罪の疑いは
なくても捜査の必要上死因を明らかにしておく必要があ
り，遺族の承諾に基づいて解剖する行政解剖も年間数体
行われるようになって来ました。それでも解剖の対象に
なった変死体の割合は赴任期間を通して凡そ５％位で
す。残りの９５％は解剖することなく，検視時の死体検案
で死因が決定してしまう訳です。東京都や大阪市，神戸
市等のように監察医制度が実行されている地域では，死
体検案の専門医が全ての変死を検案し，必要に応じて解
剖を行うなどして死因を決定しています（全ての変死体
の約３０％について解剖を行っている）。しかし，日本全
国の大部分の地域では監察医制度が施行されていないた
めに，若干の差はありますが，５％前後でした。世界的に
見れば，変死体の全てを解剖する国が主流で，日本のよ
うな国は先進諸国の中にはありません。
１９８５年から２００５年までの間に当講座で行われた７３７体
の剖検について集計した死因分類を見ると，警察が解剖
の必要があると判断した死体だけあって，その他および
不詳の外因が最も多く３１９体，不慮の外因死が２３２体で，
外因死が全体の７５％を占めています。これに対して，監
察医制度が施行されている東京都区部で平成３年に東京
都監察医務院が行った約８，０００体の死体検案では，病死
が２／３を占め（その内，心臓死や脳血管障害など突然
死の原因となる血管疾患が２／３を占めている），その
他，自殺が２０％位，災害死が１５％位で，司法解剖にまわ
る死体は１．５％位です。即ち，この制度の運用は犯罪捜
査だけでなく，主に公衆衛生上の目的を含んでいるとも
いえましょう。生前の治療状況が明らかで，死因を判断
できれば別ですが，外から見たり，遺族の話を聞いたり
するだけでは，正確な死因が判断できるとはとても思え
ません。警察官が犯罪の疑いがないと判断したために解
剖が行われなかった死体の中に犯罪死が含まれていて，
問題になることが報道されています。しかし，監察医制
度が施行されている地域で解剖が必要である死体を見逃
したということは聞いていません。この制度を全国的に
普及させるためには人材育成と多額の費用が必要です。
図４ 死因の分類
図２ 富山県の死亡数と変死数
図５ ５年間隔に見た死因分類
図３ 富山県の変死数と司法解剖数
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法医学会では以前からこの制度の普及活動を行っていま
すが，最近になって，法医解剖の現状を改善する予算措
置が少し採られるようになって来ました。
変死体の解剖率は変わりませんが，変死者数が増えた
だけ解剖数が増加しました。どのような死因が増えたの
でしょうか。図４および５に示したように，他殺および
交通事故死の数は増えていません。国際的あるいは国内
的に見ても，富山県は他殺率は最低と言え，とても安全
な地域といえます。また，交通事故死もさまざまな対策
の効果が出て漸減し，赴任当初の約半数になりました。
増加したのは「その他および不詳の外因による死亡」に
分類される３転倒・転落，４溺水，５煙，火災および火
炎による障害等の「災害死」と「自殺」による死亡です。
災害死の多くを高齢者が占めています。老化に伴って運
動機能が低下し，また痴呆症も加わり，更に独居が増え
ているため，彼らは危険を避けることが困難な状況にあ
るための死です。
日本は国際的に見ても自殺率が高い国で，特に東北北
陸地方が高く，本県の自殺率は全国の上位５～７番目位
にあります。自殺の動機を明らかにする研究は未だ結論
を得ていませんが，経済状況の悪化，差別社会の進行な
どの原因が挙げられています。また，「不詳の死」とし
て分類されている死体も増加しています。白骨化，ある
いは腐乱が激しいために死因を述べることが出来ないご
遺体です。これらのご遺体や火災で高度に焼損したご遺
体の場合には，最初の重要な課題として個人識別が求め
られます。そこで，最も役に立つのが歯科鑑定です。幸
せなことに，講座を担当した当初から古田勲教授を初め
とする歯科口腔外科の諸先生には献身的なご支援をいた
だき，多くの事案が解決しました。これら自殺者や不詳
の死の増加も社会の変容に基づくものと思われます
以上に述べましたように，司法解剖は犯罪捜査のため
にだけあるのではなく，広く生活の安全かかわる貴重な
情報を提供していますので，活用されることを願ってい
ます。
■２．医療事故で発生したご遺体の解剖
退官近くの２０００年以降になって，大きな問題として浮
上したのは医療関連死の取り扱いでした。医療関連死に
ついて，日本法医学会では「明らかな病死あるいは自然
死以外の死」は異状死であり，医師法の異状死の届出義
務の対象となる死体であって，当然警察への届出が必要
であると判断してきました。しかし，臨床家は一般的に
「医師法に定められている届出は犯罪が疑われる場合で
あり，医療関連死は必ずしも届ける必要はない」と考え
ていました。そんな訳で，１９９９年までは，明らかな過失
であると判断される事故だけについて医師が届出を行っ
たり，遺族側が診療に不満を持って警察に通報した場合
に司法解剖が行われて来ました。従って，１９９９年以前の
医療関連死の解剖は年間に０件または多くて２件程度で
した。しかし，１９９９年に都立広尾病院で，点滴薬品の取
り違えで死亡事故が発生したが，病院長の判断で，この
事故を異状死として警察に届けないで，病死とする死亡
診断書を発行するという事件が発生しました。事件が発
覚して捜査が行われ，悪質な事故隠しとして非難され，
関係者に刑事処分が下されました。この事件は大きく報
道されて反響を呼び，国民の間に医療不信を植え付ける
結果となりました。そのため，医療関連死の届出が急増
し，これに伴って２０００年以降は年平均４体を越える解剖
が依頼される様になりました（図６）。
これらの事故の状況を整理してみると，事故発生の診
療科は，内科，整形外科，脳外科の順に多く，事故の種
類は手術，看護・介護，診断（多くは急性の経過を取っ
たため診断が困難であった疾病）の順に多く，事故の直
接の責任者は医師，次いで看護師でした（図７，８およ
び９）。
医療関連死も警察に届けられた死体ですから，先に述
べたものと同じ手順が採られます（図１０）。しかし，こ
の事案の取り扱いには一般の異状死とは異なって下記の
図６ 医療関連死の推移
図７ 事故発生の診療科
図８ 事故の原因
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ような特別な配慮を必要とします。先ず，ご遺体の解剖
には専門的な病理学的判断が不可欠であることです。そ
こで病理学講座の先生方には多大なご支援をいただきま
したが，松井一寛助教授が当講座に移籍されたので正確
な病理診断が出来ました。次に，当該する臨床の先生方
からご説明・ご教示を戴いて解剖結果をまとめる必要が
ありました。幸い，諸先生から沢山の貴重なご協力をい
ただいて鑑定書を作成ことが出来ました。
解剖の結果，医療行為が死因に関係していないと判断
されれば，ご遺体は自然死として取り扱われます。医療
行為が死因に関係しているとしても，その全てが刑事責
任の対象と判断されるわけではありません。現状では，
捜査官あるいは検察官が捜査資料を検討して，取り扱い
を判断していますが，その際に多くの医療関係者の適切
な判断や助言が必要です。その結果，起訴が適当と判断
され，裁判の結果有罪と判断されれば，刑事責任（殆ど
に場合，業務上過失致死）が，直接作業した個人に科さ
れます。刑事訴訟の必要があるか否かの判断においてさ
まざまな角度からの検討が必要であり，また裁判におい
ても，多くの証人出廷が必要であるため，判決に至るま
で長期間を必要とします。また，上級審への上告がなさ
れれば，結審まで更に時間を要します。それなのに事故
発生時点で未だ調査が進まない内に事故の報道がなされ
てしまいます。報道の中には事実と異なるもの含まれて
しまうことがあるのは当然です。以上，刑事事件につい
て述べましたが，死亡事故だけでなく，一般的な診療の
不満に根ざして，これを大きく上回る民事訴訟が起こさ
れています。民事訴訟は相手側に対して国民の誰もが損
害賠償請求できるものです。判決で和解や賠償請求が認
められることもありますが，否定されることもありま
す。その場合も，やはり訴訟が起こされた時点で報道が
なされます。当事者は困惑すると思います。また，臨床
家の中から，医師法の届出義務に従うと，警察の捜査対
象になり，刑事事件を前提としての取り扱いを受け，結
論がでない内に報道がなされるので，臨床家，患者さん
あるいはご家族の中にそれを避けたい意向が生じ，その
結果，有効と考えられるのに危険が伴うという理由で，
その医療行為を避ける萎縮医療が行われる恐れがあると
の声が上がりました。
以上のことが全国的に発生し，この問題解決のための
制度や機関の設立が考えられるようになりました。
１）診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業
そこで警察に届けるのとは別の窓口として，厚生労働
省が補助金を拠出し，日本内科学会に事務局を置き，法
医学会，病理学会，臨床の各学会が参加して「診療行為
に関連した死亡の調査分析モデル事業」がスタートしま
した（http://www.med-model.jp）。
この事業は，診療行為に関連した死亡について原因を
究明し，適切な対応策を立て，それを医療関係者に周知
することによって医療の質と安全性を高めていくととも
に，評価結果をご遺族の皆様及び医療機関に提供するこ
とによって医療の透明性の確保を図ることを目的として
おり，対象となる事案は ①診療行為に関連した死亡に
ついて，死因究明と再発防止策を中立な第三者機関にお
いて専門的，学際的に検討するのが適当と考えられる事
例 ②医師法２１条等の異状死届出制度について，変更を
加えるものではなく，死体を検案し異状を認めた場合は
直ちに所轄警察署に届け出る ③なお，警察に届けられ
た事例についても，司法解剖とならなかった場合にはモ
デル事業の対象となることがある としています。その
対象地域は 準備の都合で，札幌地区，茨城県，東京
都，新潟県，愛知県，大阪府，兵庫県，福岡県で発足し，
結果の公表はホームページhttp://www.med-model.jp/
kekka.htmlに「平成１７年９月１日より事業を開始し，平
成１９年１２月３日現在，モデル事業対象地域より計６０の事
例を受け付けました。そのうち３５の事例の評価を終了
し，関係者の同意を得られた２９の事例について，その概
要を公表いたします」と掲載されました。
この事業の評価をするのは未だ早いと思いますが，期
間中に取り扱われた事例数は，警察に対しての医療事
故・事件の届出・立件数から想定して，少ないと思われ
ます。この事業が充分に浸透するには様々な普及活動や
改善が必要と思われます。
２）医療版の「事故調査委員会」の設置
厚労省では，航空機事故や鉄道事故の事故調査委員会
図９ 事故の責任者
図１０ 医療関連死の取り扱いの現状
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の医療版としての事故調査委員会を立ち上げる構想を示
しています。受付の窓口，これに参加する資格を備えた
解剖医，適切な判断が出来る臨床家，および司法関係者
等の人材，あるいはこれ実行するための設備や予算をど
の様に整えるのでしょうか。これまで窓口は警察であ
り，問題点は指摘されているものの，一応国民の信頼を
受けて事件解決に当たっています。これを完全に廃止し
て全く新しい窓口を作る場合の混乱は起きないでしょう
か。監察医制度を全国的に普及させることで，窓口で起
きる問題に対処できるのではないでしょうか。また，不
幸な事故が起きてしまったのは残念ですが，二度とこの
ような事故を起こさないための反省から，事故を起こし
た医療器具やシステムは廃棄され，これを防止する工夫
が加えられて安全性が図られています。更に，病院内に
医療事故調査委員会を設置することが普及し，「ヒヤ
リ，ハット」の報告，事故調査と解決策の提案などが，
院内に周知されるようになっています。これらの活動を
助成し，最終的に実効性を伴った組織を地域ごとに作る
ように努めるべきであろうと思います。そのために医療
従事者は自ら責任を持ってこの活動に参加する義務があ
ると思います。
３）被害者の救済と医療側に対する処分
悪質な医療過誤は論外ですが，高度医療をしていくた
めにはある頻度で医療事故が起きてしまうのは必然では
ないでしょうか。従って，被害を受けた患者さんに対し
て，当該医療機関の賠償だけではなく，国家的な賠償も
考える必要があると思います。また，事故を起こした当
事者に対して，業務上過失致死とこれまでの医師法の行
政処分だけではなく，医師法の改正が行われ，新たに
「戒告」という下記に示した制度が設けられました。
医師が第４条各号のいずれかに該当し，又は医師とし
ての品位を損するような行為のあつたときは，厚生労働
大臣は，次に掲げる処分をすることができる。
１．戒告
２．３年以内の医業の停止
３．免許の取消し
また事故を起こした医師に対して次のような再教育研
修に関する事項が設けられました。
厚生労働大臣は，処分を受けた医師等に対し，医師
としての倫理の保持又は医師として具有すべき知識及
び技能に関する研修（において「再教育研修」とい
う。）を受けるよう命ずることができるものとするこ
と。（第七条の二第一項関係）
厚生労働大臣は，再教育研修を修了した者につい
て，その申請により，再教育研修を修了した旨を医籍
に登録するとともに，再教育研修修了登録証を交付す
るものとすること。（第七条の二第二項及び第三項関
係）
事故を起こした医療従事者もやはり被害者です。個人
だけではなく組織にも責任があるものも含まれていると
思いました。彼らに対しての社会的・精神的救済も必要
と考えます。
■終わりに
法医学は人気のない分野で，きわめて稀に医師がこの
道に進みます。従って，複数以上の医師がいる講座は全
国的に稀です。ところが，群馬大学第一病理出身の藤倉
隆（藤田保健衛生大学名誉教授），筑波大学法医学出
身の小湊慶彦（群馬大学教授）の両氏が当初から赴任し
て，私を支えるという順風満帆の講座をスタートさせる
ことが出来ました。その後，本学出身の高塚尚和（島根
大学助教授），島田一郎（富山大学講師），松井健一（東
京都監察医）の方々が在籍しました。また最近では，松
井一寛助教授が病理学から当講座に移籍されました。教
務職員として，当初は中村 功氏，次いで，畑 伸秀
氏，畑 由紀子女史の順に引き継がれ，鑑定実務や研究
にご尽力いただきました。
研究活動は，藤倉氏によって「血管造影法による出血
部位の決定」，また小湊氏を中心として「ABO式血液型
遺伝子の発現調節機構の解明」についての研究が行わ
れ，高い評価を受け，後者においては科研費Ａ，Ｂおよ
びＣ等，多くの助成を受けました。以上の研究業績は本
稿末に掲載しましたので，ご参考いただけたら幸甚で
す。
教育では，卒業して医業を行う上で困らないための法
医学教育を心がけました。医師法，異常死体，医師法２１
条の異状死の届出，死の判定，死亡診断書作成における
注意点，および医療倫理などです。更に，鑑定の実例を
取り入れて具体的に問題解決する態度が養われるように
努力したつもりです。
最後に，赴任してからこれまでの間，多数の鑑定書作
成および講座事務にご尽力いただいた事務官小湊規伊子
女史（旧姓，村井）に深甚の謝意を表します。
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